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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第117期

第２四半期累計期間
第118期

第２四半期累計期間
第117期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 4,516,270 5,645,704 8,597,987

経常損失(△) (千円) △373,279 △875,567 △1,089,273

四半期(当期)純損失(△) (千円) △371,474 △980,799 △1,085,568

持分法を適用した場合の
投資利益又は投資損失(△)

(千円) △175 385 150

資本金 (千円) 2,215,000 2,215,000 2,215,000

発行済株式総数 (株) 28,000,000 28,000,000 28,000,000

純資産額 (千円) 7,609,277 5,934,888 6,900,944

総資産額 (千円) 15,635,112 15,691,626 15,075,747

１株当たり四半期(当期)純損失
金額(△)

(円) △13.28 △35.08 △38.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.7 37.8 45.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 526,212 △80,118 281,954

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △269,630 △181,556 △313,488

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 508,206 △50,235 12,377

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 5,685,635 4,589,780 4,901,690
 

 

回次
第117期

第２四半期会計期間
第118期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △13.30 △17.37
 

(注)  １　売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第117期第２四半期累計期間、第118期第

　　　　　２四半期累計期間及び第117期は、潜在株式が存在しないため記載していない。

３　当社は、四半期連結財務諸表を作成していないので連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載していない。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に重要

な変更はない。また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はない。

　なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は以下の通りである。

当社は平成26年９月30日付で、当社鋳造工場を閉鎖し、平成17年２月１日付で三菱重工業株式会社と締結した鋳造

工場に関する賃借契約を解約した。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものである。

 

(1)経営成績の分析

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、消費増税後の個人消費の落ち込みが続く中、今夏の天候不順や円安

等による物価の上昇が追いうちをかけ、実質所得の減少を招き、景気回復に遅れが生じている。また、米国の量的金

融緩和終了後の世界経済への不安感もあり、依然として先行きの不透明な状況が続いている。

一方、わが国造船業界においては、２、３年分の受注を確保しているものの、最近では人手不足、人材不足が新た

な問題となっており、生産工程に影響を及ぼす懸念が出てきている。また海運業界においては、円安の影響で燃料費

等が膨らんでいるが、外航各社においては為替差益がそれを上回り、業績を押し上げる要因となっている。

この様な状況下にあって、当第２四半期累計期間の売上高は、主力製品である舶用内燃機関が40億６千８百万円と

前年同四半期と比べ13億６千６百万円(50.6％)の増収、修理・部品等は15億７千７百万円と前年同四半期と比べ△２

億３千７百万円(△13.1％)の減収となったものの、全体としては56億４千５百万円と前年同四半期と比べ11億２千９

百万円(25.0％)の増収となった。

しかしながら損益面では、引き続き採算の厳しい新機種等の主機関販売が利益を圧迫、また安定収益源であった部

品等の売上も市況不振による減収から収益は伸び悩み、製造原価・販管費の削減に最大限注力したが大幅なコスト削

減が目標に届かず、営業損失は８億８千１百万円(前年同四半期は３億７千６百万円の損失)、経常損失は８億７千５

百万円(前年同四半期は３億７千３百万円の損失)となり、更に９月末に鋳造工場閉鎖に伴う特別損失が１億４百万円

発生したことにより、四半期純損失は９億８千万円(前年同四半期は３億７千１百万円の損失)となった。

 

(2)財政状態の分析

①資産

流動資産は、前事業年度末に比べ9.1％増加し、120億４千４百万円となった。これは、主として受取手形及び売掛

金が10億６千６百万円、製品及び仕掛品が１億５千３百万円それぞれ増加したが、現金及び預金が３億１千１百万円

減少したことなどによるものである。

固定資産は、前事業年度末に比べ9.7％減少し、36億４千６百万円となった。これは、主として減価償却及び鋳造工

場閉鎖による有形固定資産の減少によるものである。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べ4.1％増加し、156億９千１百万円となった。

②負債

流動負債は、前事業年度末に比べ24.7％増加し、76億４千６百万円となった。これは、主として支払手形及び買掛

金が10億３千３百万円、前受金が４億７千２百万円それぞれ増加し、１年内返済予定の長期借入金が１億５百万円減

少したことなどによるものである。

固定負債は、前事業年度末に比べ3.3％増加し、21億１千万円となった。これは、主として長期借入金が６千８百万

円増加したことなどによるものである。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べ19.4％増加し、97億５千６百万円となった。
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③純資産

純資産合計は、前事業年度末に比べ14.0％減少し、59億３千４百万円となった。これは、主として四半期純損失等

により利益剰余金が９億８千万円減少したことなどによるものである。

 

(3)キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度末に比べ３億１千

１百万円減少し、45億８千９百万円となった。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による結果使用した資金は、８千万円（前年同四半期は５億２千６百万円の収入）となった。前年同四半

期に対する主な要因は、税引前四半期純損失、売上債権及び仕入債務の増加によるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による結果使用した資金は、１億８千１百万円（前年同四半期は２億６千９百万円の支出）となった。前

年同四半期に対する主な要因は、有形固定資産の取得による支出の減少によるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による結果使用した資金は、５千万円（前年同四半期は５億８百万円の収入）となった。前年同四半期に

対する主な要因は、長期借入れによる収入の減少によるものである。　

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

該当事項なし。

 

(5)研究開発活動

該当事項なし。

 

(6)従業員数

当第２四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はない。
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(7)生産、受注及び販売の実績

当社の事業は、舶用内燃機関及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、「生産、受注及び販売の実

績」については、事業区分別に記載している。

以下、金額は消費税抜きで記載している。

 

①生産実績

当第２四半期累計期間における生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりである。

 

事業区分 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

舶用内燃機関 4,186,875 55.0

修理・部品 1,577,504 △13.1

合計 5,764,379 27.6
 

(注) 金額は、販売価格によっている。

 

②受注実績

当第２四半期累計期間における受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりである。

 

事業区分 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

舶用内燃機関 2,437,750 △34.9 11,839,688 26.5

修理・部品 1,407,572 △17.4 430,068 27.1

合計 3,845,322 △29.5 12,269,756 26.5
 

 

③販売実績

当第２四半期累計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりである。

 

事業区分 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

舶用内燃機関 4,068,200 50.6

修理・部品 1,577,504 △13.1

合計 5,645,704 25.0
 

 

　（注）１.主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合である。

相手先
前第２四半期累計期間 当第２四半期累計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

今治造船㈱ 800,000 17.7 1,230,000 21.8

㈱カナックス 713,102 15.8 1,044,272 18.5

三菱重工舶用機械エンジン㈱ ― ― 919,087 16.3

尾道造船㈱ ― ― 670,190 11.9

三菱重工業㈱ 654,283 14.5 ― ―
 

　　 　２.当第２四半期累計期間における三菱重工業㈱に対する販売実績はない。
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(8)主要な設備

当第２四半期累計期間において、平成26年９月30日付で当社鋳造工場を閉鎖した。

 

(9)経営成績に重要な影響を与える要因

当社を取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、主力製品である舶用内燃機関の受注・販売は概ね計画どおり推

移しているが、主機関の販売価格の下落、原材料価格や今後の海外情勢・景気の動向等、先行きの不透明感が払拭

しきれない状況となっている。

当社においては、原材料や購入部品等の大幅な価格変動は直接的に原価に反映され、業績及び財務状況に重要な

影響を及ぼす可能性がある。

 

(10)経営戦略の現状と見通し

当社としては、上記記載内容の状況を踏まえて当社が強固な経営基盤を構築するため、財務体質の改善と生産

性・品質の向上とともにコスト競争力の強化を図り、事業環境の変化に適応した収益の確保に努めていく所存であ

る。

 

(11)資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社の現金及び現金同等物の第２四半期会計期間末残高は、前事業年度末より３億１千１百万円減少、45億８千

９百万円となった。このうち、主な減少要因は売上債権及び仕入債務の増加等である。

また、現金及び現金同等物の四半期末残高は、運転資金として有効活用する予定である。

 

(12)経営者の問題認識と今後の方針について

当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めているが、当

社を取り巻く事業環境は更に厳しさを増すことが予想される。

今後の方針については、生産能力強化にあわせた受注活動を行っており、安定的な生産体制を確立していくこと

が課題である。

更に、受注・販売体制の強化を図り、コスト削減への取り組みを強化し、徹底した品質管理やアフターサービス

体制の向上・強化に努めて行く所存である。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,000,000 28,000,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株である。

計 28,000,000 28,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

― 28,000,000 ― 2,215,000 ― 1,709,750
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(6) 【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱重工舶用機械エンジン株式会社 長崎県長崎市飽の浦町１番１号 9,240 33.00

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 4,410 15.75

株式会社シーケービー 東京都渋谷区渋谷２丁目10番６号 1,591 5.68

株式会社商船三井 東京都港区虎ノ門２丁目１番１号 996 3.55

株式会社新来島どっく 愛媛県今治市大西町新町甲945番地 845 3.01

浜口　誠昭 福岡市中央区 765 2.73

株式会社山田クラブ21 東京都渋谷区渋谷２丁目10番６号 718 2.56

株式会社カナックス 東京都千代田区丸の内１丁目７番12号 590 2.10

日本郵船株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番２号 550 1.96

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 500 1.78

計 ― 20,205 72.16
 

 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 38,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 27,903,000
 

27,903 ―

単元未満株式 普通株式 59,000
 

― ―

発行済株式総数 28,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 27,903 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が117株含まれている。

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
神戸発動機株式会社

兵庫県明石市二見町南二見
１番地

38,000 ― 38,000 0.14

計 ― 38,000 ― 38,000 0.14
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成していない。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,901,690 4,589,780

  受取手形及び売掛金 2,181,589 3,247,951

  製品 1,171,322 1,315,926

  仕掛品 2,156,005 2,165,004

  原材料及び貯蔵品 524,304 511,725

  その他 103,793 215,679

  貸倒引当金 △400 △1,400

  流動資産合計 11,038,305 12,044,669

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 2,067,607 1,881,649

   その他（純額） 1,733,363 1,507,270

   有形固定資産合計 3,800,971 3,388,919

  無形固定資産 70,893 65,089

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 182,976 210,348

   貸倒引当金 △17,400 △17,400

   投資その他の資産合計 165,576 192,948

  固定資産合計 4,037,441 3,646,957

 資産合計 15,075,747 15,691,626

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,495,585 4,529,481

  1年内返済予定の長期借入金 1,031,200 925,500

  未払法人税等 11,850 7,059

  前受金 222,500 694,794

  受注損失引当金 902,000 911,000

  その他の引当金 101,920 127,256

  その他 366,547 451,286

  流動負債合計 6,131,602 7,646,378

 固定負債   

  長期借入金 1,659,800 1,728,300

  退職給付引当金 214,119 237,092

  その他の引当金 49,083 30,812

  その他 120,197 114,154

  固定負債合計 2,043,200 2,110,358

 負債合計 8,174,803 9,756,737
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,215,000 2,215,000

  資本剰余金 1,709,750 1,709,750

  利益剰余金 2,932,287 1,951,487

  自己株式 △6,752 △6,811

  株主資本合計 6,850,285 5,869,426

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 50,659 65,461

  評価・換算差額等合計 50,659 65,461

 純資産合計 6,900,944 5,934,888

負債純資産合計 15,075,747 15,691,626
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 4,516,270 5,645,704

売上原価 4,446,789 6,055,255

売上総利益又は売上総損失（△） 69,481 △409,551

販売費及び一般管理費 ※１  446,213 ※１  472,243

営業損失（△） △376,731 △881,794

営業外収益   

 受取利息及び配当金 2,253 2,422

 受取家賃 5,038 3,506

 受取賃貸料 783 3,375

 受取保険金 - 7,409

 還付加算金 5,802 125

 雑収入 4,398 2,492

 営業外収益合計 18,275 19,331

営業外費用   

 支払利息 8,155 7,145

 支払手数料 3,509 3,509

 雑損失 3,158 2,449

 営業外費用合計 14,823 13,104

経常損失（△） △373,279 △875,567

特別利益   

 固定資産売却益 3,850 1,953

 特別利益合計 3,850 1,953

特別損失   

 固定資産除却損 - 736

 工場閉鎖損失 - 104,383

 特別損失合計 - 105,120

税引前四半期純損失（△） △369,429 △978,734

法人税、住民税及び事業税 2,356 2,356

法人税等調整額 △311 △291

法人税等合計 2,045 2,065

四半期純損失（△） △371,474 △980,799
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純損失（△） △369,429 △978,734

 減価償却費 243,113 218,025

 引当金の増減額（△は減少） 182,615 40,038

 受取利息及び受取配当金 △2,253 △2,422

 支払利息 8,155 7,145

 固定資産除却損 - 736

 固定資産売却損益（△は益） △3,850 △1,953

 工場閉鎖損失 - 104,383

 売上債権の増減額（△は増加） 1,045,939 △594,067

 たな卸資産の増減額（△は増加） △277,762 △141,024

 仕入債務の増減額（△は減少） △375,060 1,158,943

 未払消費税等の増減額（△は減少） 58,830 28,007

 その他の資産の増減額（△は増加） △4,210 5,582

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △97,962 84,967

 その他の固定負債の増減額（△は減少） 399 408

 小計 408,523 △69,963

 利息及び配当金の受取額 2,253 2,422

 利息の支払額 △8,100 △7,903

 法人税等の支払額 - △4,674

 法人税等の還付額 123,535 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 526,212 △80,118

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △263,949 △174,200

 有形固定資産の売却による収入 4,008 7,777

 無形固定資産の取得による支出 △5,502 △4,668

 固定資産の除却による支出 - △157

 投資有価証券の取得による支出 △377 △510

 その他の支出 △4,000 △10,000

 その他の収入 190 202

 投資活動によるキャッシュ・フロー △269,630 △181,556

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 1,000,000 500,000

 長期借入金の返済による支出 △465,600 △537,200

 リース債務の返済による支出 △25,758 △12,578

 自己株式の取得による支出 △12 △58

 配当金の支払額 △422 △398

 財務活動によるキャッシュ・フロー 508,206 △50,235

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 764,788 △311,910

現金及び現金同等物の期首残高 4,920,847 4,901,690

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  5,685,635 ※１  4,589,780
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項なし。

 

(会計方針の変更等)

　

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定

方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更した。

この結果、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う当事業年度の業績への影響は軽微である。
 

 

(四半期損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

報酬・給料手当 135,977千円 150,943千円

荷造発送費 65,862 99,610 

販売手数料 56,679 63,735 

賞与引当金繰入額 6,582 6,904 

減価償却費 24,997 12,282 

役員退職慰労引当金繰入額 1,516 2,473 

退職給付引当金繰入額 7,483 7,501 

不動産賃借料 11,448 10,841 

貸倒引当金繰入額 △2,550 1,000 
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

ある。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金 5,685,635千円 4,589,780千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ― ―

現金及び現金同等物 5,685,635千円 4,589,780千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日)

 

1　配当金支払額

　　　無配のため、該当事項なし。

 

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　無配のため、該当事項なし。

 

３　株主資本の著しい変動

　　　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動はない。

 

当第２四半期累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日)

 

1　配当金支払額

　　　無配のため、該当事項なし。

 

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　無配のため、該当事項なし。

 

３　株主資本の著しい変動

　　　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動はない。

 

(持分法損益等)

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

関連会社に対する投資の金額 870千円 870千円

持分法を適用した場合の投資の金額 7,643 8,028
 

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
 (自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

持分法を適用した場合の投資利益又は投

資損失(△)の金額
△175千円 385千円

 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自 平成25年４月１日　至 平成25年９月30日）

当社の事業は、舶用内燃機関及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略している。

 
当第２四半期累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年９月30日）

当社の事業は、舶用内燃機関及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略している。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △13円28銭 △35円08銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額(△)(千円) △371,474 △980,799

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △371,474 △980,799

普通株式の期中平均株式数(千株) 27,962 27,962
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

   該当事項なし。

 

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月７日

神戸発動機株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    堀　　　 裕  三   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    笹　山 　直　孝   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている神戸発動機株式

会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第118期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、神戸発動機株式会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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